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〈研究室紹介〉
農 村 計 画 論 研 究 室(RuralPlanningandDevelopmentStudy)
久保田 義 喜
本研究室は社会科学にのっとり農村を計画的に再構築 ・再編成する課題を研究する部署であ








しておかな くてはならない。これらの研究領域の うち農村経済計画は農業経済計画ではな く農村
経済計画である点に特徴をもっている。農業は諸産業の一部であるが人類生存に必要な食糧を生
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ではな く,農 村 という限定された地域における経済問題つまり諸産業 と農業 とのあり方に関わる
問題を研究対象 とするのである。農村が農業だけで成 り立 っていた時代はとうの昔に過ぎ去って
お り,農 村にもさまざまな産業が入 り込んでいる。そこで農村経済計画は主たる産業である農業
とともに非農業をも含めた地域経済計画を樹立することが求め られるのである。とりわけ高度に
発達 した国々においては,農 業と工業との関係を除いて地域の経済を考えることができない。農
村地域に進出 した工業が所得創出のプラス面とともに重金属や有害物質を垂れ流した り,煤 煙を
排出して地域の農業や環境に重大な被害を与えてきたことは枚挙のいとまがない。こうしたマイ
ナスが指摘されてきたにも拘わらず農村が工業の導入を求めている現実もまた軽視できない。農
村地域の人々は所得の源泉 として農業とともに工業 も必要 としているのであって,両 者の共存を
図 りつつバランスのとれた農村社会を形成 していくにはどうしたらよいかが検討 されなけれぽな
らない。 このように農業経済計画が短期間に成果を表わ しにくいのは,農 法のあ り方が大 きく関
わっているか らである。つま り,農 村経済計画は農村地域の経済計画であるが,と りわけ農業経




日においてはもはや純粋な農村社会とい うものは存在 しない。程度の差こそあれ,都 市化の波は










業経済計画の検討である。それは稲作専作農業や大規模加工畜産農業を止易 し,耕 種 と畜産を結
合させ環境に優 しい地力循環型の農業を発展 させてい くことである。しかしこうした農業を構築
するには個別農家の力に頼 っているだけでは困難であ り,何 らかの新たな組織の育成をはからな
くてはならないだろう。'そして地域においてはもはや点的存在となってしまった畜産農家 と耕種
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農家 との間に資源の循環利用をめざす地域農業経営集団を作 り出 してい く必要があるだろう。土
地条件が多様性に富んでいる日本においては,経 営効率のみを追求 した従来型大規模農業経営で
はなく環境に適合 し,持 続的な発展が求められる農業でな くてはならない。 さらに農村社会計画
においては,閉 鎖的なかつての村社会ではな く,都 市住民や非農業者でも自由に参入できるよう
な開放的で,魅 力に富んだ社会の形成を 目指す必要があろ う。生産の単位 としての法人は都市に
ある会社などと同様に村人を結びつける新たな組織 として定着 させていくことが重要である。土
地利用計画に関 しては,稲 作のために営々として築いてきた従来の水田を乾田化 し,飼 料作物も
生産できるような汎用圃場に転換 してい くことであろ う。同時に複雑で変化に富んだ土地を一律
に平坦化するのではな く,自 然の条件を活かしながら,低 コス トの農業の構築をめざすことであ
る。また過度の都市化,工 業化を抑制 しつつ農村 と都市が共存できる環境を作っていかな くては
ならない。
本研究室はこうした研究課題をより一般化 していくために,日 本の現状を西欧諸国や,従 来比
較対象から外されていた開発途上国にも目を配 りなが ら近代 日本の到達点を客観的に評価 し直し
てい くことが必要だと考えている。田園都市論を生んだイギ リス,美 しい村づ くりの伝統をもつ
ドイツなどの歴史的経験を汲み取る一方,今 日なお人 口の増加に悩み,基 礎的社会資本の形成に
困難をきたしている開発途上国,と りわけタイ,イ ンド等の国々の経験を学んでい くことが重要
であると考えている。農業経済学科の各研究室と同様,本 研究室においても毎年農村調査を実施
しているが,調 査テーマの設定や調査地の選択は以上の諸課題を踏まえたものである。その主な
ものを挙げてみると北海道標茶町,岩 手県葛巻町,福 島県飯舘村,栃 木県黒磯町,奈 良県西吉野
村などであるが,い ずれ もぞうした考えから選定 したものであった。また学生有志と共におこな
ったインドの酪農協同組合の調査もこうした考えに基づいている。これからも,従 来の成果を踏
まえ上記の諸課題に挑戦 していきたいと考えている。
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